韓国法上の親養子制度:  不完全な完全養子制度 (中央大学・漢陽大学校合同シンポジウム「日本及び韓国における現在の法状況」報告, 1) by 權 大祐
51
韓国法上の親養子制度
─不完全な完全養子制度─
Adoption Law in Korea: Full Adoption as an Imperfect System
權　　　大　　祐＊
I．養子縁組法制の沿革及び親養子制度の導入
　古代文献に関する研究では，10世紀以前の韓国の古代養子縁組制度に関
する具体的内容は分かっていない。10世紀以後の高麗時代からは，家計と
祖先ないし家産の承継のための縁組制度が設けられ，一方では，捨てられ
た子供たちを世話するための社会政策的縁組制度も並行されたが，前者の
ほうが主であった1）。このような傾向は，中国の儒教的・宗法的影響によ
り，朝鮮時代においても深化され，縁組制度は，家門を引き継ぐための制
度になったのである。すなわち，父系血統を引き継ぐため，養父と姓及び
本が同じである（同一家門の下の行列の）子を養子にするように制限され
ていたのである2）。しかしながら，朝鮮時代においても，社会政策的に，
養親のための縁組制度と，養子のための縁組制度がともに，並行的に施行
されており3），一般市民の中では，姓の異なる子を養子にする場合もあり，
その場合には，養親の姓に従い，養親を扶養したのみならず，養親の死後
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1）　박병호，『家族法』（韓国放送通信大学校，1993年）179頁。
2）　김주수 /김상용，『親族相続法』（法文社，2013年）321頁。
3）　박병호，前掲書，179頁。
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には，財産を相続し，祭祀を執り行ったという4）。
　1960年に施行された韓国民法は，異姓養子を認めたが，姓の異なる養子
は，養親の姓とすることはできないという姓不変の原則が2005年まで維持
されていた5）。
　2005年，民法改正を通じ，親養子制度が新設され6），2008年 ₁ 月 ₁ 日よ
り施行された。この改正を通じ，韓国民法上，一般養子縁組と区別した完
全養子制度を導入したのである。この親養子制度の導入に関しては，いく
つかの意味を付与することができる。
　ⅰ最も重要なのは，子の福祉を重視する「完全扶養」制度の導入を図っ
たことである。養親と養子との間の親子関係の設定を，私的合意によって
成立させた「契約型養子法」から，子の福祉のため，国家機関（家庭裁判
所）の関与と宣言によって縁組が成立する「福祉型養子法」という形で，
親養子制度を設定したことである。ⅱ親養子制度は，先進各国の「完全養
子制度」のように，養子と実親との関係を切断し，養子に嫡出子としての
地位を与えることにより，養親子の結合を完全にするよう，配慮を施して
いる。ⅲそして，親養子制度は，異姓養子を可能にすることにより，伝統
的な父系血統主義の弊害を改善できる可能性を開いており，ⅳ「虚偽」の
出生届を通じて，保護しようとした養子のプライバシーを，制度的に保障
できるようになり，縁組を秘密裏に結ぶ風土を克服できるようになった。
ⅴ現実的には，再婚家庭の円満と子の福利に大きく貢献できた。ⅵしか
し，親養子制度の導入に際し，離縁制度を認めた点においては，外国の完
全養子制度と差があるのみならず，実際に，養親の離婚時，離縁を認める
など，運用上においても問題がなくはない。
　民法上の親養子制度の導入に合わせ，要保護児童の縁組に適用された
「入養特例法」を改正し，親養子制度に盛り込んだことも「福祉型養子法」
4）　이병수，「わが国の異姓不養考」『法史学研究第 ₆ 号』（1981）135頁。
5）　김주수 /김상용，前掲書，323頁。
6）　親養子と関連した条文は，民法第908条の ₂ から第908条の ₈ までの ₇ か条で
ある。
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の確立に大きな意味を持つのである。
II．親養子関係の成立要件
1 ．民法上の要件
⑴　 ₃年以上の婚姻生活
　親養子制度においては，養親に対し，より厳格な基準を要求している。
親養子と縁組をするためには，養親は，婚姻の成立から ₃年を経過した後
でなければならず，しかも，養親が共同で縁組をしなければならない（民
法第908条の ₂第 ₁項第 ₁号）。つまり， ₃年以上，円満な婚姻生活を営ん
でいる者でなければ，親養子の養親となる資格はないのである。子に，安
定した養育環境を与えるという面において，極めて重要であり，また，家
庭裁判所は，それを判断するに際し，期間だけが重要なのではなくて，親
養子となる子の福利を考慮し， ₃年が経過した夫婦であっても，親養子の
ため，十分に安全で健康な家庭であるかを判断しなければならない（同条
第 ₂項）。
　ここで，「婚姻」の意味は，社会的変化に従い，多様に解すべきとする
見解がある7）。ただ，既に婚姻中の夫婦の一方が，他方配偶者の子を親養
子とする場合には，再婚家庭の迅速な安定を図るため，例外を認め，再婚
夫婦の婚姻持続期間が ₁年を経った時点で，一方配偶者が単独で縁組でき
るように要件を緩和している（同条第 ₁項第 ₁号但書）。これは，親養子
制度の導入時に，再婚家庭問題を集中的に議論したという点において，極
めて実効的意味のある例外であり，親養子となる児童が既に，再婚家庭で
一緒に同居していることを考慮すると，試験養育期間として， ₁年あれば
十分と判断したものであろう8）。事例的に，再婚家庭の場合，婚姻届けを
7）　조경애，「親養子制度の改善方向（事例を中心に）」『家族法研究第22巻 ₃ 号』
305，311頁参照。
8）　外国の場合は，BGB 第1744条には，相当期間と表現されているが，通常，
₁ 年と解しており，フランス民法第345条第 ₁ 項には， ₆ 月，スイス民法第264
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出さず，長期間，同居する場合が多いので，試験養育期間を，婚姻成立後
₁年に限定しないで，実際に，同居・養育した期間で判断するべきとする
見解もある9）。
⑵　親養子となるものが，15歳未満であること
　親養子となる児童には，新たな養親とともに生活を営む十分な時間が必
要であり，また，年齢的にも，まだ保護の要る年齢なので，満15歳未満と
いう要件を付与している（同条第 ₁項第 ₂号）。これに対しては，これよ
り，年長の養子の場合には，自ら判断できる余地があるので，普通養子で
縁組するのが望ましいかもしれないが，普通養子の場合は，姓と本を変え
ることができないため，家族であるのに，姓と本を異にする兄弟姉妹で生
きていかなければならず，したがって，親養子制度を，立法前から長い間
待っていた場合とは異なる他の事例等を考慮し，未成年の場合には，裁判
所の判断に委ねたほうが良いという批判的な見解もある10）。
⑶　法定代理人による縁組の承諾
　普通養子と同様，親養子の場合にも，縁組をするためには，法定代理人
の代諾が必要である。これは，15歳未満の未成年者を保護するための措置
であろう。再婚家庭の場合，夫婦の一方が，実の親であり，法定代理人で
ある可能性が高く，したがって，その者による代諾縁組である場合が多い
であろう。
⑷　親養子の実親の同意
　この要件は，最も重要な要件であり，親養子となる児童の実の親がすべ
て，同意しなければならない（同条第 ₁項第 ₃号）。もちろん，例外的に，
実親の一方や双方がすべて，親権を喪失し，あるいは死亡その他の事由に
よって同意することができない場合には，例外が認められる。実親が共同
親権者である場合，法定代理人として縁組を承諾すれば，同意は，別途，
条には， ₂ 年以上を要件とするという。김주수 /김상용，前掲書，358頁の注
154参照。
9）　조경애，前掲論文，305，312頁以下参照。
10）　조경애，前掲論文，305，313頁：김주수 /김상용，前掲書，359頁参照。
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必要ない。子に対し，認知しない実父は，同意権がないと解する。離婚
後，母が親権を有している場合であっても，実父に，親養子縁組に対する
同意権は保障すべきであろう。実親の一方が死亡し，他方の代諾だけで親
養子縁組が可能な場合，死亡した一方の親の直系尊属に，裁判過程におい
て意見を陳述する機会を与えなければならないとする規定（家事訴訟規則
第62条の3）がある。だが，親養子制度は，「親養子の福利」を優先的に考
慮しなければならないという観点から，直系尊属の意見は，参考資料とし
て考慮できれば良いとする見解がある11）。そして，実親の同意は，家庭裁
判所の審判が確定されるまでは，撤回することができると解している12）。
　実質的に，法律上の関係が切断される実親の立場としては，極めて切迫
した状況になりうるため，相談事例も多く13），葛藤も多いようである。特
に，離婚した後，相手方の所在を把握しかねて，連絡できない場合に，
「その他の事由によって同意することができない場合」に該当する余地が
多く，したがって，一定の努力をしたにもかかわらず，連絡できない場合
に，例外条項を適用するか否かは，裁判所の裁量に委ねるべきであろう。
実親の権利が十分に保障されていない場合には，事後に，取消権を付与し
ている（民法第908条の ₄参照）。
⑸　家庭裁判所の許可
　親養子縁組をしようとする者が，要件を備え，家庭裁判所に縁組を請求
すると，家庭裁判所は，要件が満たされているのかを審査し，縁組の許可
与否を審判しなければならない。この場合，裁判所は，親養子となる子の
福祉を最優先に考慮しなければならない。すなわち，親養子となる子の養
育状況，縁組の動機，養親の養育能力等，縁組家庭の環境を審査し，その
際，様々な事情を考慮しなければならず，必要があれば，周辺関係人と専
門家の意見を聴取し，親養子縁組が適当でないと判断したときは，棄却す
11）　김주수 /김상용，前掲書，361頁：조경애，前掲論文，305，319頁以下参照。
12）　이해일，「民法改正案上の親養子制度に関する研究」『延世法学研究第 ₇ 集 ₁
巻』165頁参照。
13）　조경애，前掲論文，305，315頁参照。
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べきである。
　親養子制度の趣旨を生かし，家庭裁判所が縁組を審査するにあたって，
形式的審査で終わってはならず，専門家事調査官を拡大し，社会福祉機関
を通じ，実質的で，綿密な審査がなされなければならないとする見解があ
る14）。親養子縁組を許可する審査に対しては，実親，後見人等の当事者が
即時抗告をすることができる（家事訴訟規則第62条の5）。
⑹　親養子縁組の届出
　親養子裁判が確定すると，縁組を請求した者は，裁判の確定日から ₁ヵ
月以内に，裁判所の謄本及び確定証明書を添付して，縁組届を出さなけれ
ばならない。この届出は，報告的届出であろう。
2 ．入養特例法上の要件
　要保護児童に対する入養（韓国では，縁組のことを「入養」と呼ぶ。）
特例法は，1961年，孤児入養特例法をはじめ，1977年の入養特例法，1996
年の入養促進及び手続に関する特例法を経て，2011年 ₈ 月，再び，入養特
例法という名称の特別法が制定・運用され，要保護児童の縁組を，親養子
縁組として定めている。この特別法上の親養子縁組の要件は，次の通りで
ある。
　要保護児童の数は，1996年まで，毎年，約4,000─5,000人にのぼると報告
されており，1998年  9,292人，1999年  7,693人，2000年 7,760人，2001年
12,086人，2002年10,057人，2003年10,222人，2004年 9,393人，2006年 9,034
人が報告されている。この要保護児童のうち，独身母の子が占める割合が
一番多い。2001年の12,086人のうち，独身母の子は，4,897人であり，その
他親の離婚・貧困・失業・虐待等による場合は，5,646人であった。2002
年の10,057人のうち，独身母の子は4,337人，2003年は4,457人，2004年は
4,004人，2005年は2,638人，2006年は3,022人であった。
14）　조경애，前掲論文，305，321頁以下参照。
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⑴　養子の資格
　特例法第 ₉条によると，養子となるためには，要保護児童でなければな
らない。同条による「要保護児童」とは，ⅰ保護者から離脱した児童であ
って，地方自治体の長が扶養義務者を確認することができず，「国民基礎
生活保障法」による保障施設にその保護を依頼した場合や，ⅱ親または後
見人が縁組に同意し，保障施設または縁組機関にその保護を依頼した場
合，ⅲ裁判所により，親権喪失宣告を受けた者の児童であって，地方自治
体の長がその保護を，保障施設に依頼した場合，ⅳその他，扶養義務者を
知ることができず，地方自治体の長がその保護を，保障施設に依頼した場
合に該当する18歳未満の未成年者をいう。
⑵　養親の資格
　入養特例法により，養親になるためには，いくつかの要件を備えなけれ
ばならない。
　ⅰ経済的に，養子を扶養するための財産が十分でなければならない（同
法第10条第 ₁項第 ₁号），ⅱ養子に対し，宗教の自由等の基本的権利を保
障し，養子をして社会構成員として，立派に成長できるよう，それに相応
しい養育と教育を提供しなければならず（第 ₂号），ⅲ養親に，児童虐
待・家庭暴力・性暴力・麻薬など，犯罪に加担した前歴があってはなら
ず，また，アルコール等の薬物中毒等，養育に相応しくない要素を持って
はならない（第 ₃号），ⅳ外国人の場合には，当該国家の法律に従い，欠
格事由があってはならず，ⅴその他，養子の福祉を害するような要素を有
しない成年男女でなければならない。
⑶　縁組への同意
　要保護児童と縁組をするためには，実親の同意が必要である。法によれ
ば，実親の同意が免除される場合として，ⅰ実親が親権喪失宣告を受けた
場合，ⅱ実親の所在不明等の事由により同意を得ることができない場合で
ある。多くの場合，親または後見人が事前に，縁組に同意をし，保護施設
や縁組機関にて保護を受けている場合（同法第 ₉条第 ₁項第 ₂号）である
から，この場合には，縁組の同意があったとみなされる（同法第12条第 ₃
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項）。この同意は，児童の出生日から ₁週間が経たのちに，しなければな
らず，同意の対価として，金銭又は財産上の利益その他の反対給付を授受
したり，授受することを約束したりすることは禁止される。要保護児童が
13歳以上であれば，本人の同意も必要である。
⑷　家庭裁判所の許可及び縁組届出
　縁組をしようとする者は，必要な書類を備え，家庭裁判所に縁組の許可
を申し出なければならない。必要な書類とは，①縁組対象児童の出生届
出，②特例法第 ₉条及び第10条に記載された養子及び養親の資格を得たこ
とを証明する書類，③実親の同意書と，必要な場合，児童の同意書，④そ
の他の書類である。
　家庭裁判所は，養親になる者の申し出がある場合，縁組の動機，養育能
力，その他の事情を考慮し，許可をすることができる。家庭裁判所の認容
審判があると，養親または養子は，家庭裁判所の許可書を添付し，「家族
関係の登録等に関する法律」（戸籍法が廃止され，これに代わるもの。）に
従い，届け出なければならない。この場合の届出も報告的届出であろう。
III．親養子縁組の効果
1 ．親養子の法的地位
⑴　養親の嫡出子としての地位
　親養子縁組制度を設けた理由の一つに，養子と嫡出子との差別をなくす
ことにあるから，法は，養子に嫡出子としての地位を付与している。した
がって，養子は，養親の姓と本に従い，自己の姓と本にすることができる
し，養親が，婚姻のときに，母の姓と本によることを合意した場合は，こ
れに従う。
　また，嫡出子と実親との間に存在する家族関係に基づく権利をすべて有
する。養育権と相続権がその代表的権利となろう。兄弟姉妹との関係も同
様である。
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⑵　養親の親族との親族関係
　親養子と養親の親族との間にも，当然，法定血族関係が発生するため，
扶養，相続等，法律に基づく権利義務を互いに有することになる。
⑶　縁組前の親族関係は終了
　親養子縁組によって，既存の実親とその親族との間の家族関係は，法律
的には終了する。ただし，相手方配偶者の嫡出子を，再婚の一方当事者が
親養子として縁組をする場合に，親養子縁組には同意したものの，親族関
係の切断には同意していない相手方配偶者と親養子との間の関係は，存続
する。
　親族関係が切断された実親と，縁組家庭の親養子となった子の間には，
もはや扶養義務を負うことなく，相続権も消滅するのである。
2 ．家族関係の登録
　親養子縁組の届け出がある場合，関係部署では，親養子の元の登録部を
閉鎖し，親養子に対する新たな登録部を作成しなければならない。その後
には，親養子は，養親の嫡出子として記載され，「入養関係証明書」にお
いても，養子という事実は記載されない。親養子縁組の事実は，「親養子
入養関係証明書」を通じてのみ，確認することができるのであって，「親
養子入養関係証明書」の交付は，厳格に制限されるので，特別な場合でな
ければ，親族であっても交付を請求することはできない。
IV．親養子縁組の取消及び離縁
1 ．縁組の取消
　親養子縁組に対しては，家庭裁判所の確認を経て決定されるので，意思
の欠缺による取消事由は認められない。ただし，実親が同意権を実際に行
使できなかった事情があるときは，これに対する補完的措置として取消権
を認めているのである。
　実父または実母が，自己に責任のない事由によって，第908条の ₂第 ₁
比較法雑誌第50巻第 ₂号（2016）
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項第 ₃号の同意権を行使することができないときは，親養子縁組事実を知
ったときから， ₆ヵ月以内に，家庭裁判所に親養子縁組の取消を請求する
ことができる。この権利は，実親としては，極めて重要な権利であるが，
もしも，養親と養子との間に，長期間，事実上の親子関係が形成され，子
の福祉を考慮したときに，取り消しがたい状況であれば，この権利の行使
は，慎重でなければならないであろう。
2 ．親養子の離縁
　完全養子制度と離縁制度は，互いに矛盾するものであるが，韓国民法
は，親養子縁組に離縁（韓国民法上の用語は，「破養」である。）を認めて
いる。
　離縁請求権者は，養親，親養子，親養子の実父，実母または検察官であ
る。これらの者は，法定事由がある場合，家庭裁判所に離縁を請求するこ
とができる。法定事由としては，ⅰ養親による親養子への虐待・遺棄，そ
の他親養子の福利を著しく害する場合，ⅱ親養子の養親に対する忘恩行為
によって，親子関係を維持できない場合が定められている。一般的に，完
全養子制度では，養親による離縁請求権は認められない，あるいは極めて
制限的に認められていることからすると，親養子の離縁制度は，極めて制
限的に認容しなければならないであろう。
　現在，実務的には，再婚による親養子縁組の場合，再び離婚するとき
に，離縁を認める事例が多いようである。子の福祉等を考慮すれば，納得
は行くけれども，元来の制度の趣旨に反するのではないかという批判があ
る15）。
15）　박복순 /현소혜，「親養子及び子の姓・本の変更制度に関する性認知的分析」
『家族法研究第28巻第 ₁ 号』163，176頁以下：조경애，前掲論文，305，325頁
以下参照。
